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平成２８年度予算編成方針について（示達） 

 

このことについて、東近江市財務規則第８条に基づき、別紙のとおり「平成

２８年度予算編成方針」を定めたので示達する。 
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平成２８年度予算編成方針 

１ 国の動向 

  政府は、デフレ脱却と人口減少に対応し、日本経済の成長力を底上げするため、平成２７

年６月３０日に「経済財政運営と改革の基本方針２０１５」（骨太の方針）を閣議決定し、経

済政策「アベノミクス」をさらに深化させることとした。 

基本的な方向として、中長期的に持続する経済成長を実現するため、①経済の好循環の拡

大、②潜在的な成長力の強化、③まち・ひと・しごとの創生、さらに公共サービスの無駄排

除・質向上等の改革に取り組むとともに、債務残高の拡大（GDP の２倍）に対する財政健全

化のための具体的な計画を策定することとした。 

また、将来にわたっての「人口減少問題の克服」と「成長力の確保」を図ることを目指し

た「地方創生」を更に深化させるため、同日「まち・ひと・しごと創生基本方針２０１５」

についても閣議決定した。 

国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」には、４つの基本目標が掲げられ、それぞれに

ついて、具体的な数値目標や施策が盛り込まれており、これを踏まえて、都道府県・市町村

では、「地方版総合戦略」の策定を進めている。 

東近江市においても、同戦略を策定中であるが、平成２７年度は地域の特色や地域資源を

生かした計画づくり、平成２８年度は実効性の高い施策をスピード感を持って推進すること

が重要となっている。 

 

２ 総合計画の実現 

  総合計画（後期）に定めている東近江市の将来像「うるおいとにぎわいのまち」の実現に

向け、「まちづくりの基本方針」に基づき、施策を推進するとともに、市民ニーズを的確に把

握し、今何をすべきか考え、効果的な施策の立案を行うこと。 

  具体的には、定められた目標の達成に向けて、毎年見直しを行っている実施計画に基づく

取組の着実な推進に努めることはもちろんのこと、最終年度となる後期計画の仕上げの年と

して、事業完了を目指すとともに、次期総合計画に向けた礎とすること。 

 

 

 

 

 

３ 重点施策「東近江市グランドデザインレポート OGR2015」の推進 

人口減少やそれに伴う消費・経済力の低下は地方経済の重荷となってくるとともに、今後

合併支援措置が段階的に削減されることから、厳しい財政状況への対応が迫られている。こ

れらの課題にしっかりと対応するため、昨年度から東近江市グランドデザインレポートとし

て、各部から施策提案を受け施策の重点化を行った。 

今年度は、総合戦略を策定するに際し４つの基本目標を掲げたが、この基本目標を「東近

江市グランドデザインレポート OGR２０１５」の施策分野として平成２８年度は重点的に推

進していくものとし、予算の重点化を行うこととする。 

重点化する事業のうち、新規・拡充事業については、二役ヒアリングにおいて各部からプ

レゼンテーションにより、昨年度と同様に事業の方向性を示すこととし、既存事業について

は着実に事業を推進することができるよう予算見積りを行うこと。 
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市総合計画（後期）の計画期間
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東近江市グランドデザインレポート OGR2015  
（東近江市まち・ひと・しごと創生総合戦略）  

 

１ 働き住み続けたい活力ある東近江市の創生   ～安定した雇用を創出する～

 (1) 企業の立地の促進と雇用の創出 

 (2) 地域資源のブランド化と創業支援 

 (3) 中心市街地の活性化と商業振興 

 (4) 第一次産業の再生と高付加価値化の推進 

 (5) 再生可能エネルギーの拡大 

 
 

２ 行きたくなる、住みたくなる魅力ある東近江市の創生  

～新しい人の流れをつくる～

 (1) 鈴鹿から琵琶湖に広がる東近江ライフの魅力発信 

 (2) まちなかのにぎわい創出 

 (3) 交流人口を増やす施設や仕組みの整備 

 (4) 定住・移住、Ｕ・Ｉ・Ｊターンの支援 

 (5) 豊かな自然資源や奥深い歴史文化を生かした観光振興 

 (6) 暮らしに潤いをもたらす学びの提供 

 (7) 高等教育機関との連携 

 

 

３ 若い世代が希望をかなえる夢のある東近江市の創生  

～若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる～

 (1) 若い世代の暮らしの安定 

 (2) 子育て環境の充実 

 (3) 保育・教育環境の充実 

 (4) ワーク・ライフ・バランスの実現 

 (5) 若者が地域で活躍する場の創出 

 
 

４ 誰もが安心して暮らせる豊かな東近江市の創生  

～時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する～

 (1) にぎわいと暮らしの拠点充実 

 (2) 地域を結ぶ道路や輸送機能の強化 

 (3) まちづくり活動の活性化 

 (4) 既存ストックマネジメントの強化 

 (5) 安全で安心な暮らしの充実 

 (6) 暮らしを支える保健・医療・福祉の充実 
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４ 事務事業の優先度に基づく予算編成の推進（既存事業の総点検で

地方創生予算の財源を確保） 

  昨年度の予算編成は、限られた財源を有効活用するため各部から政策提案を求め新規事業

の発案を促した結果、施策の重点化に向けた第一歩となった。 

  一方で、新規事業の提案に対して事業の見直しや財源確保が十分とは言えない状況であり、

当初見積段階で歳入歳出に多額の乖離をみた。 

  地方創生の実現には、新規事業や既存事業の優先度の高い事業に対し、いかに財源を確保

するかが問われている。そのためには、①全庁的な視点で事業の見直しを行い、②目的を達

成した事業や成果の見いだせない事業を見極め、③事業の統合・縮小・廃止を積極的に推し

進めることが求められている。 

  このようなことから、平成２８年度予算編成は、①事務事業の細事業レベルで優先度の設

定を行い、②優先度に応じた財源の最適配分を図り、一層の「選択と集中」を進め、限られ

た財源の重点的かつ効果的な活用に努めることとする。 

 

 

 

５ 中期財政推計に基づく持続可能な財政運営の推進 

  中期財政推計（次頁）は、各課からの将来を見通した計画を基本に作成しているが、一層

の財政健全性を確保するため予算見積に際しては、次のことを理解し見積事務に当たること。 

  (1) 平成２８年度は、扶助費・公債費の増が見込まれることから、制度改正などの特殊要

因を除いて、経常的経費は平成２７年度同水準を維持すること。 

  (2) 新たな施策・既存事業の拡大に対しては、事業の見直しや休止、進度調整（先送り）

による財源の平準化を行うこと。特に、市単独事業については、その費用対効果を検証

し、ゼロベースで見直しを行うこと。 

  (3) 同時に、国・県等の動向に注視し、新たな財源確保を行うこと。 
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６ 市民協働の推進 

  平成２６年４月１日施行の「東近江市協働のまちづくり条例」は、まちづくりにおける市

民と市の役割を明らかにするとともに、共に考え、協力し合って、豊かな暮らしの実現及び

活力のある地域社会の創造を図ることを目的としている。 

  条例の趣旨を理解し、各事業の実施については、協働という視点で総点検し、事務の執行

手段の見直しを行うこと。 

 

７ ゼロ予算事業の推進 

  新たな政策課題や既存事業における市民サービス等の向上について、予算を伴うことなく

職員のマンパワーのみで課題解決が行えるよう「ゼロ予算事業」の取組を推進すること。 

 

８ 行財政改革の推進 

 行財政改革計画（平成２５年１０月策定）を基本に実効性のある行財政改革に取り組むこと

とする。特に、計画の具体的な取組を実施するに当たって予算化が必要なものは、必ず予算化

し行財政改革を積極的に推進すること。 

   

９ その他の留意点 

  予算の編成に当たっては、下記の基本的な考え方に基づき進めることとする。 

 

  (1) 各種使用料、手数料、負担金、分担金の見直しを行うこと。併せて、遊休地等公有財

産の売却、滞納繰越金の回収等を積極的に進め、より一層の歳入増加に努めること。 

 

  (2) 事業の計画に当たっては、事業に適合する国県の補助制度等、特定財源の確保につい

て研究を行い、財政負担の軽減と事業効果を高めるように努力すること。併せて、特に

建設事業については、十分に内容を精査し、必要最小限の規模、内容とすること。 

 

  (3) 国県の動向に十分留意し、情報収集に努め慎重に見積ること。なお、県補助金等の見

直しについて、単純に市費へ振り替えるような見積りについては厳に慎むこと。 
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10 地方版総合戦略の策定と予算編成スケジュール 
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職員給与、議員報酬、各種

委員報酬など

社会保障制度の一環として

生活困窮者、児童、老人、心

身障害者等を援助するため

に要する経費

一部事務組合や病院事業に

対する負担金や補助金等

道路・学校・公園などの施設

整備に係る経費

市が借り入れた市債（借金）

の償還金

特別会計への繰出金、基金

などの積立金など

（単位:億円） 計画

公債費

補助費等

扶助費

その他

投資的経費

人件費

実績 予算

画

施設の光熱水費、消耗品や

備品購入費、各種委託料

物件費

平成27年度は、繰越予算を

含む
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